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第62期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、当社第62期定時株主総会を後記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数

ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に賛否をご

表示いただき、平成28年12月21日（水曜日）午後６時までに到着するようご返送いただきたくお

願い申し上げます。

敬　具
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記

１ 日　　時 平成28年12月22日（木曜日）午前10時

２ 場　　所 北海道帯広市西７条南19丁目１番地
北海道ホテル　２階　新雪の間
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３ 目的事項 報告事項 １．第62期（平成27年10月１日から平成28年９月30日まで）
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第62期（平成27年10月１日から平成28年９月30日まで）
計算書類報告の件

決議事項 第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役９名選任の件
第３号議案　監査役１名選任の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう
お願い申し上げます。

◎本招集ご通知に添付すべき書類のうち、「連結注記表」及び「個別注記表」として表示すべき事
項につきましては、法令及び当社定款の定めにより、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.daiichi-d.co.jp/）に掲載しておりますので、本提供書面には記載しておりませ
ん。
なお、監査役が監査報告書を、会計監査人が会計監査報告書をそれぞれ作成するに際して監査し
た連結計算書類及び計算書類には、本提供書面記載のもののほか、この「連結注記表」及び「個
別注記表」として表示すべき事項も含まれております。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インター
ネット上の当社ウェブサイト（http://www.daiichi-d.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　業　報　告

(平成27年10月 1 日から
平成28年 9 月30日まで)

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用環境や企業収益の底堅さが見られたものの、
円高の進行や新興国経済の減速による輸出企業の不振と設備投資の抑制、実質的な可処分所
得の伸び悩みや将来不安による個人消費の低迷などにより、景気は総じて足踏み状態で推移
いたしました。
　当社グループ（当社及び連結子会社）を取り巻くスーパーマーケット業界は、原材料価格
の高騰を受けた商品価格の値上げや業種・業態を超えた価格競争の激化に加え、少子高齢化
の進行や消費者の生活防衛意識の高まりによる節約志向が一段と鮮明となり、非常に厳しい
経営環境が続いております。
　このような経営環境のもとで当社グループは、食品を中心に地域に密着したスーパーマー
ケットとして、お客様からの強い信頼と高い支持をいただけるよう、新鮮かつ安全で安心な
商品の提供に努めるとともに、お客様の要望にお応えする付加価値の高い商品の提供、値ご
ろ感を重視した価格政策、地域の特性に合わせた品揃えの強化、従業員教育の推進によるサ
ービスレベルと接客力の向上などにより、顧客の創造と店舗の営業力強化に取り組んでまい
りました。
　店舗の利便性向上の一環として、平成28年６月にセミセルフレジの設置を拡充、導入済み
のポイントカード「フレカ」に加えて、平成28年８月に電子マネー機能付きポイントカード
「フレカプラス」を導入し稼働いたしました。
　店舗の状況につきましては、既存店強化策として、平成28年７月に「白石神社前店(札幌
ブロック）」のリニューアルと「二条通店（旭川ブロック）」の増床リニューアルを実施い
たしました。なお、当連結会計年度末現在の店舗数は、帯広ブロック10店舗（子会社１店舗
を含む。）、旭川ブロック７店舗、札幌ブロック５店舗、合計22店舗であります。
　株式会社イトーヨーカ堂との業務提携につきましては、情報の共有化を積極的に図るとと
もに、協働による商品開発と共同の販売促進企画の実施などを進め、競合各社との差別化と
競争力強化に努めております。
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　また、販売本部及び商品本部の機能促進を図り、売上総利益率の改善による収益力の向上
と商品開発による商品力の強化、福利厚生の充実と人材育成のための教育制度の充実などに
取り組んでまいりました。
　地域別の売上高につきましては、帯広ブロックは169億18百万円(前期比2.5％増）、旭川
ブロックは112億48百万円（前期比3.3％増）、札幌ブロックは101億54百万円（前期比
10.3％増）となりました。また、既存店売上高につきましては、個人消費の回復力が弱い中
で、お客様の立場に立った品揃えと環境変化に即した売場提案に努め、前期比2.5％増と好調
に推移いたしました。
　売上総利益率につきましては、生鮮食品を中心としたロスの削減と加工食品を中心とした
在庫管理の徹底などにより、前期に比べ0.1ポイント改善し、24.2％となりました。
　販売費及び一般管理費につきましては、生産性の向上と予算対実績の詳細な分析など効率
的な事業運営を推し進め、売上高に対する比率は22.2％となり、前期に比べ0.2ポイント改
善いたしました。
　売上高経常利益率につきましては、前期に比べ0.4ポイント増加し、3.5％となりました。
　これらの結果、当連結会計年度における売上高は383億26百万円（前期比4.7％増）、営
業利益は13億30百万円（前期比15.6％増）、経常利益は13億33百万円（前期比17.0％増）、
親会社株主に帰属する当期純利益は８億60百万円（前期比20.4％増）となり、各数値はいず
れも過去最高となりました。また、１株当たり当期純利益は150円58銭（前期125円７銭）
となりました。
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　部門別売上高状況は、次のとおりであります。

区 分
第61期

(26.10.1～27.9.30)
第62期(当連結会計年度)
(27.10.1～28.9.30) 前連結会計年度比

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

青 果 5,839 16.0 6,119 16.0 280 4.8

水 産 3,936 10.8 4,068 10.6 132 3.4

畜 産 4,754 13.0 5,023 13.1 269 5.7

惣 菜 3,389 9.3 3,531 9.2 141 4.2

デ イ リ ー 5,394 14.7 5,712 14.9 317 5.9

一 般 食 品 11,367 31.0 11,862 31.0 495 4.4

日 用 雑 貨 843 2.3 869 2.3 25 3.1

そ の 他 1,083 2.9 1,139 2.9 56 5.2

合 計 36,608 100.0 38,326 100.0 1,718 4.7

②　設備投資の状況
当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は、有形固定

資産の取得３億66百万円であります。その主な内容は、二条通店の増床、白石神社前店の改
装に伴うものであります。

なお、当連結会計年度中において重要な設備の除却、売却等はありません。

③　資金調達の状況
当連結会計年度中に、当社グループの所要資金として、金融機関より長期借入金として２

億50百万円の調達を実施いたしました。
その他の増資、社債発行等による資金調達は行っておりません。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
該当事項はありません。
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⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
該当事項はありません。

⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第 59 期
(平成25年９月期)

第 60 期
(平成26年９月期)

第 61 期
(平成27年９月期)

第 62 期
(当連結会計年度)
(平成28年９月期)

売 上 高 32,369百万円 34,500百万円 36,608百万円 38,326百万円

経 常 利 益 879百万円 1,024百万円 1,139百万円 1,333百万円
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 525百万円 628百万円 714百万円 860百万円

１株当たり当期純利益 126円38銭 110円02銭 125円07銭 150円58銭

総 資 産 15,731百万円 15,991百万円 16,679百万円 17,269百万円

純 資 産 7,551百万円 8,085百万円 8,727百万円 9,471百万円

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式数により算出しております。
２．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等の適用により、当連結会

計年度より「当期純利益」の科目表示を「親会社株主に帰属する当期純利益」に変更しております。
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②　当社の財産及び損益の状況

区 分 第 59 期
(平成25年９月期)

第 60 期
(平成26年９月期)

第 61 期
(平成27年９月期)

第 62 期
(当事業年度)

(平成28年９月期)

売 上 高 30,049百万円 32,448百万円 34,544百万円 36,261百万円

経 常 利 益 672百万円 866百万円 967百万円 1,164百万円

当 期 純 利 益 331百万円 531百万円 586百万円 749百万円

１株当たり当期純利益 79円68銭 92円98銭 102円69銭 131円15銭

総 資 産 13,843百万円 14,292百万円 14,925百万円 15,586百万円

純 資 産 6,930百万円 7,366百万円 7,880百万円 8,514百万円

（注）１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式数により算出しております。

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当 社 の 議 決 権 比 率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 オ ー ケ ー 50百万円 100％ スーパーマーケット事業

（注）株式会社オーケーは、当社を存続会社とする吸収合併（合併期日：平成28年10月１日）により消滅し
ております。

⑷　対処すべき課題
　今後の経済動向につきましては、政府の経済対策等による景気の緩やかな持ち直しが期待さ
れるものの、海外経済の減速懸念や個人消費の伸び悩みなどにより、先行きは依然として不透
明な状況で推移するものと思われます。
　スーパーマーケット業界におきましては、継続する業種や業態を超えた企業間競争の激化、
消費者の節約志向と低価格志向の継続、最低賃金の上昇や人材の確保による企業コストの増加
などにより、厳しい経営環境が続くものと予想されます。
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　このような経営環境のもとで当社は、イトーヨーカ堂との共同販促の更なる推進と商品の統
一、既存店の増床とリニューアルの実施及び新店舗の確保、販売本部の深堀と商品部の競合店
調査により、各社との競争力強化に努めるとともに、ロス対策による売上総利益率の改善、生
産性向上による適正人員配置により、収益力の向上を図ってまいります。また、表示ルールの
徹底とコンプライアンスの向上、福利厚生の充実と教育の推進などにより、人材を重視した経
営を実践してまいります。
　引き続き、現地・現場・現品主義の徹底、効率的な経営体制と内部統制制度の強化を図り、
業容の拡大と企業価値の更なる向上に努めてまいります。
　今後も当社は、「お客様の毎日の食生活を、より楽しく、より豊かに、より便利にするため
のお手伝いをする」とともに、お客様の「食のライフライン」を支える努力を続けてまいりま
す。
　株主の皆様におかれましては、引き続きご支援とご理解を賜りますようお願い申し上げます。

⑸　主要な事業内容（平成28年９月30日現在）
①　総合食料品の販売
②　日用品の販売
③　書籍、雑誌、文房具の販売
④　衣料用繊維製品の販売
⑤　家庭用電化製品の販売
⑥　ペット用品、ペットフードの販売
⑦　酒類、煙草、印紙の販売
⑧　前各号に関連する一切の事業
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⑹　主要な事業所（平成28年９月30日現在）
①　当社

本社　　　　　　北海道帯広市西20条南１丁目14番地47
（営業本部・管理本部）
旭川本部　　　　北海道旭川市春光１条８丁目１番地77
札幌本部　　　　北海道札幌市西区八軒10条東５丁目２番
帯広ブロック

北海道帯広市 壱号店 東店
啓北店 白樺店
みなみ野店 自衛隊前店

北海道河西郡芽室町 めむろ店
北海道中川郡幕別町 札内店
北海道河東郡音更町 音更店

旭川ブロック
北海道旭川市 西店 東光店

末広店 東旭川店
旭町店 二条通店
花咲店

札幌ブロック
北海道札幌市 八軒店 白石神社前店

発寒中央駅前店 清田店
北海道恵庭市 恵み野店

センター
帯広市 惣菜センター 帯広配送センター
旭川市 旭川配送センター

②　主要な子会社
株式会社オーケー（帯広ブロック管轄）
北海道河東郡音更町 オーケー店

（注）株式会社オーケーは、当社を存続会社とする吸収合併（合併期日：平成28年10月
１日）により消滅しております。
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⑺　使用人の状況（平成28年９月30日現在）
①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

285名 １名増

（注)　使用人数には、準社員及びパートナー社員等（アルバイトを含む。）1,092名（１日８時間、１か月22日換
算）は含まれておりません。

②　当社の使用人の状況
使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

274名 ０名 36.1歳 12.5年

（注)　１．使用人数には、当社から当社グループへの出向者（10名）を除き、当社グループから当社への出向者（８
名）を含みます。

２．使用人数には、準社員及びパートナー社員等（アルバイトを含む。）1,029名（１日８時間、１か月22
日換算）は含まれておりません。

⑻　主要な借入先の状況（平成28年９月30日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 北 陸 銀 行 758百万円

株 式 会 社 北 洋 銀 行 299

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（平成28年９月30日現在）

①　発行可能株式総数 12,000,000株
②　発行済株式の総数 5,719,320株
③　株主数 3,485名
④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 イ ト ー ヨ ー カ 堂 1,716,000株 30.03％

ダ イ イ チ 取 引 先 持 株 会 246,800 4.31

小 西 典 子 128,110 2.24

若 園 　 清 127,500 2.23

小 西 保 男 108,078 1.89

株 式 会 社 北 陸 銀 行 96,520 1.68

株 式 会 社 北 洋 銀 行 93,000 1.62

笹 井 俊 治 87,484 1.53

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社
（常任代理人　資産管理サービス信託銀行株式
会社）

86,400 1.51

国 分 北 海 道 株 式 会 社 82,000 1.43

（注）持株比率は自己株式（6,043株）を控除して計算しております。

⑵　新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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⑶　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（平成28年９月30日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 鈴 木 達 雄 ㈱オーケー代表取締役社長

取 締 役 会 長 小 西 保 男

専 務 取 締 役 若 園 　 清 販売本部長
㈱オーケー取締役

取 締 役 川 瀬 豊 秋 総務兼企画ＩＲ担当
㈱オーケー取締役

取 締 役 中 本 泰 廣 商品本部長

取 締 役 野 口 　 一 販売本部帯広ブロック兼商品第二部担当

取 締 役 内 藤 龍 信 丸果帯広中央青果㈱代表取締役社長

取 締 役 宮 川 　 明 ㈱イトーヨーカ堂執行役員関係会社部長

取 締 役 井 雲 康 晴

常 勤 監 査 役 堀 内 健 三 ㈱オーケー監査役

監 査 役 佐 藤 　 裕 帯広地方卸売市場㈱代表取締役会長

監 査 役 笹 井 祐 三 三洋興熱㈱代表取締役社長

（注）１．取締役内藤龍信氏、宮川　明氏及び井雲康晴氏は、社外取締役であります。なお、当社は、取締役井雲
康晴氏を東京証券取引所及び札幌証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、両取引所に届け出
ております。

２．監査役佐藤　裕氏及び笹井祐三氏は、社外監査役であります。
３．常勤監査役堀内健三氏は、13年間当社の常務取締役として経理部長を兼任しており、財務及び会計に関

する相当程度の知見を有するものであります。
４．監査役佐藤　裕氏は、帯広地方卸売市場株式会社の代表取締役会長であり、経理部門を所管する役員等

を歴任するなど、企業経営の豊富な経験と専門的な知識等を保持しており、財務及び会計に関する相当
程度の知見を有するものであります。

５．監査役笹井祐三氏は、三洋興熱株式会社の代表取締役社長であり、経理・財務をはじめ企業経営全般の
豊富な経験と高い見識のもと他社の監査役に就任しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有
するものであります。
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６．当事業年度中における取締役の地位の異動は次のとおりであります。

氏 名 異 動 前 異 動 後 異 動 年 月 日

小 西 保 男 代 表 取 締 役 会 長 取 締 役 会 長 平 成 2 7 年 1 2 月 １ 日

②　取締役及び監査役の報酬等の総額
区 分 員 数 報 酬 等 の 総 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

9名
(3名)

137,659千円
(5,200千円)

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3
(2)

8,806
(4,420)

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

12
(5)

146,465
(9,620)

（注）１．取締役の報酬限度額は、平成20年12月24日開催の第54期定時株主総会において年額200,000千円以内
（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、平成８年12月20日開催の第42期定時株主総会において年額10,000千円以内と
決議いただいております。

３．上記の報酬等の総額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額13,403千円（取締役８名に対し
12,757千円（うち社外取締役３名に対し400千円）、監査役３名に対し646千円（うち社外監査役２名
に対し340千円））が含まれております。

４．当事業年度末現在の役員退職慰労引当金の残高（当事業年度に係る役員退職慰労引当金の繰入額を除
く。）は、次のとおりであります。
取締役６名に対し108,952千円（うち社外取締役２名に対し3,400千円）
監査役３名に対し17,680千円（うち社外監査役２名に対し14,620千円）

５．上記のほか、平成27年12月22日開催の第61期定時株主総会決議に基づき、役員退職慰労金を以下のと
おり支給しております。
退任代表取締役　１名　29,440千円
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③　社外役員に関する事項
イ　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役内藤龍信氏は、丸果帯広中央青果株式会社の代表取締役社長であります。当社は、
丸果帯広中央青果株式会社との間に商品仕入等の取引関係があります。

・取締役宮川　明氏は、株式会社イトーヨーカ堂の執行役員関係会社部長であります。株
式会社イトーヨーカ堂は当社の大株主であります。また、当社は、株式会社イトーヨー
カ堂の親会社である株式会社セブン＆アイ・ホールディングスの関係会社との間にリー
ス契約等の取引関係があります。

・監査役佐藤　裕氏は、帯広地方卸売市場株式会社の代表取締役会長であります。当社は、
帯広地方卸売市場株式会社との間に商品仕入等の取引関係があります。

・監査役笹井祐三氏は、三洋興熱株式会社の代表取締役社長であります。当社は、三洋興
熱株式会社との間に灯油購入等の取引関係があります。

ロ　当事業年度における主な活動状況
出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取 締 役 内 藤 龍 信
当事業年度に開催された取締役会13回の全てに出席し、青果物卸
売業での実務経験を活かした意見を述べるなど、取締役会の意思
決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っており
ます。

取 締 役 宮 川 　 明
当事業年度に開催された取締役会13回のうち、12回に出席し、小
売業界に関する豊富な知識・経験を活かした意見を述べるなど、
取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提
言を行っております。

取 締 役 井 雲 康 晴
当事業年度に開催された取締役会13回の全てに出席し、経営コン
サルタントとしての専門的な見地から意見を述べるなど、取締役
会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行
っております。
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出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

監 査 役 佐 藤 　 裕

当事業年度に開催された取締役会13回の全てに出席、監査役会6
回の全てに出席し、主に税務もしくは財務的な見地から、取締役
会において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するた
めの発言を適宜行っております。
また、監査役会において、監査の方法その他監査役の職務の執行
に関する事項及び議案審議等に必要な発言を適宜行っておりま
す。

監 査 役 笹 井 祐 三

当事業年度に開催された取締役会13回のうち11回に出席、監査役
会6回の全てに出席し、主に当社事業に対する専門的見地から、
取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保
するための発言を適宜行っております。
また、監査役会において、監査の方法その他監査役の職務の執行
に関する事項及び議案審議等に必要な発言を適宜行っておりま
す。

④　責任限定契約の内容の概要
　当社と取締役（業務執行取締役等である者を除く。）及び監査役は、会社法第427条第
１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており
ます。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としておりま
す。
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⑷　会計監査人の状況
①　名称　　　監査法人シドー

②　報酬等の額
・当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 16,000千円
・当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭

その他の財産上の利益の合計額 16,000千円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監

査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係
る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠
などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額につい
て同意の判断をいたしました。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場

合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定
した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びそ
の理由を報告いたします。

なお、取締役会が、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断
した場合は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることを監査役会に
請求し、監査役会はその適否を判断したうえで、株主総会に提出する議案の内容を決定いた
します。
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⑸　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他会社の業
務の適正を確保するための体制についての決定内容及び運用状況の概要は以下のとおりであり
ます。

①　当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制

イ　当社グループの業務を担当する取締役は、自己の担当領域について、法令等の順守体
制を構築する権限と責任を有する。また、総務担当取締役は、これらを横断的に推進し
管理する。

ロ　当社グループは、反社会的勢力排除に向け、コンプライアンスの基本方針である「企
業倫理規程」に、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的な勢力に対し
て、毅然とした態度で対応し、経済的な利益を供与しないことを掲げ、関係を排除する。
また、総務部を対応統括部署として、事案により関係部門と協議し対応するとともに、
地元警察署や顧問弁護士等の外部専門機関と連携し、反社会的勢力に対する体制を整備
する。

ハ　内部監査室は、当社グループのコンプライアンス体制の整備・運用状況について内部
監査を実施し、確認する。

ニ　監査役は、取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを検証し、監視機能の実
効性向上に努める。

②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ　当社グループの取締役は、取締役会及び常勤役員会等の議事録、稟議決裁書その他そ

の職務の執行に係る情報を、文書管理規程の定めるところに従い適切に保存しかつ管理
する。また、それらの文書は、監査役の要請によりいつでも閲覧に応じる。

ロ　当社グループに関する重要な情報については、開示を担当する主管部署が、迅速かつ
網羅的に収集し、適時に正確な情報開示を実施する。

③　当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ　法令順守、災害、衛生管理等に係るリスクについては、当社グループのそれぞれの担

当部署にて、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行
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うものとし、新たに生じたリスクへの対応が必要な場合は、速やかに対応責任者となる
取締役を定める。なお、リスク管理部門として総務部がリスク管理活動を統括し、規程
の整備とその運用を図る。また、内部監査室において、内部監査規程の定めるところに
従い定期的に監査を行う。

ロ　事業の重大な障害、重大な事件・事故、重大な災害等が発生した時には、当社グルー
プにおける損害を最小限に抑えるため、危機管理本部を設置し、直ちに業務の継続に関
する施策を講じる。

④　当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社グループは、取締役会規程の定めるところに従い、重要案件はすべて取締役会に付議

する。なお、業務執行の意思決定の迅速化と業務運営の効率化を図るため、月２～３回常勤
役員会を開催する。また、日常の業務執行は、職務権限規程、業務分掌規程及び稟議規程等
により、担当役員、部長、次長、課長などの職制ラインに順次権限と職責を適切に委譲し、
適時的確な意思決定と決定内容に沿った業務執行を行う。

⑤　子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
当社が定める「関係会社管理規程」に基づいて、子会社の営業成績、財務状況その他の重

要な情報について、当社への定期的な報告を行う。

⑥　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ　①から⑤記載事項の全てについて、グループとしての管理体制を構築・整備・運用す

る。
ロ　監査役は内部監査室と連携し、当社と子会社の業務の効率化、適法性及び妥当性を監

査する。また、監査で改善指摘を受けた事項は、各所属長の責任において速やかに改善
を行う。

⑦　当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する事項

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、当社の使用人から監査
役の補佐員を任命する。
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⑧　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査役の指示の
実効性の確保に関する事項

イ　当該使用人の任命、異動等の人事権に関わる事項の決定には、監査役会の事前の同意
を必要とする。

ロ　当該使用人が、他部署の使用人を兼務する場合は、監査役に係る業務を優先して従事
する。

⑨　当社の監査役への報告に関する体制
イ　取締役及び使用人は、当社または子会社に著しい損害を及ぼすおそれや事実の発生、

信用を著しく失墜させる事態、内部管理の体制・手続き等に関する重大な欠陥や問題、
法令違反等の不正行為や重大な不当行為などについて、書面もしくは口頭にて監査役に
対し報告を行う。また、上記にかかわらず、監査役は必要に応じ、いつでも取締役また
は使用人に対し報告を求めることができる。

ロ　内部通報制度の担当部署は、当社グループの役員及び使用人からの内部通報の状況に
ついて、定期的に監査役に対して報告する。

⑩　前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確
保するための体制

監査役へ報告を行った当社グループの役員及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由
として不利な取扱いを行うことを禁止する。

⑪　当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の

前払い等の請求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必
要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

⑫　その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ　監査役は、代表取締役社長と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題等について、意

見交換を行う。
ロ　監査役は、内部監査室と緊密な連係を保つとともに、必要に応じて内部監査室に調査

を求めることができる。
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ハ　監査役会が、監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士、公認会計士、コンサ
ルタントその他の外部アドバイザーを任用することができ、その費用は会社が負担する。

⑬　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
イ　法令順守及び取締役の効率的職務執行

　取締役は、取締役会を13回、常勤役員会を24回開催し、経営の基本方針、経営に関す
る重要事項ならびに法令で定められた事項などの決定、業務執行状況の監督を行ってお
ります。
　また、常勤役員会メンバーと次長職以上をもって組織される経営会議を12回開催し、
詳細な業績分析と報告、業務執行の具体的な内容、その背景となる重要事項及び具体的
対応策について審議を行っております。

ロ　損失の危険の管理
　法令順守、災害、衛生管理等に係るリスクについては、それぞれの担当部署にて、規
則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行い、また、リス
ク管理部門としての総務部がリスク管理活動を統括し、規程の整備とその運用を図って
おります。

ハ　当社グループにおける業務の適正化
　子会社の重要事項の決定については「関係会社管理規程」に従い、当社が事前承認を
行い業務の適正を確保しております。また、監査役は内部監査室と連携し、当社と子会
社の業務の効率化、適法性及び妥当性の監査を行っております。

ニ　監査役監査の実効性確保
　監査役は、監査役会を６回開催するとともに、取締役会、常勤役員会及びその他の重
要な会議に参加し、法令、定款に反する行為や株主利益を侵害する決定がなされていな
いかどうかについて監査を行っております。
　また、監査役は、取締役会・取締役・内部監査室・会計監査人等との意見交換を通じ
て、監査役監査、内部監査、会計監査との連携を図り、また、内部統制システムの構築・
運用状況等について、監督・監査を行っております。

（注）１．本事業報告に記載の金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
２．消費税等の会計処理方法については、税抜方式を採用しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年９月30日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
借 地 権
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
敷 金 及 び 保 証 金
そ の 他

4,401,070
2,540,466

412,489
986,931

570
85,937
88,121

287,319
734

△1,500
12,868,215
10,565,249
3,896,004

67,859
67,576

5,669,137
864,670

14,490
5,350
9,139

2,288,476
65,129
1,794

1,233,977
118,066
47,583

821,652
272

流 動 負 債 4,996,229
買 掛 金 2,374,255
1年内返済予定の長期借入金 580,694
リ ー ス 債 務 265,989
未 払 金 596,649
未 払 費 用 371,061
未 払 法 人 税 等 229,800
未 払 消 費 税 等 164,275
預 り 金 139,281
賞 与 引 当 金 144,305
そ の 他 129,918

固 定 負 債 2,801,413
長 期 借 入 金 1,029,485
リ ー ス 債 務 658,771
退 職 給 付 に 係 る 負 債 549,239
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 140,035
資 産 除 去 債 務 16,184
長 期 預 り 敷 金 保 証 金 407,698

負 債 合 計 7,797,643
純 資 産 の 部

株 主 資 本 9,475,923
資 本 金 1,639,253
資 本 剰 余 金 1,566,100
利 益 剰 余 金 6,273,549
自 己 株 式 △2,978

その他の包括利益累計額 △4,279
その他有価証券評価差額金 △4,279

純 資 産 合 計 9,471,643
資 産 合 計 17,269,286 負 債 純 資 産 合 計 17,269,286
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連 結 損 益 計 算 書

(平成27年10月 1 日から
平成28年 9 月30日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 38,326,895
売 上 原 価 29,036,902

売 上 総 利 益 9,289,993
営 業 収 入

不 動 産 賃 貸 収 入 455,977
そ の 他 87,915 543,893

営 業 総 利 益 9,833,886
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,503,027

営 業 利 益 1,330,858
営 業 外 収 益

受 取 利 息 12,137
受 取 配 当 金 3,280
そ の 他 11,580 26,999

営 業 外 費 用
支 払 利 息 22,778
そ の 他 1,420 24,198

経 常 利 益 1,333,659
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 46,052
役 員 退 職 慰 労 金 29,440 75,492

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,258,166
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 394,158
法 人 税 等 調 整 額 3,722 397,881
当 期 純 利 益 860,285
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 860,285
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連結株主資本等変動計算書

(平成27年10月 1 日から
平成28年 9 月30日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

平成27年10月１日　残高 1,639,253 1,566,100 5,498,963 △2,926 8,701,389

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △85,699 △85,699
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 860,285 860,285

自 己 株 式 の 取 得 △52 △52

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 774,585 △52 774,533

平成28年９月30日　残高 1,639,253 1,566,100 6,273,549 △2,978 9,475,923

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純資産合計その他有価証

券評価差額金
その他の包括利益

累計額合計

平成27年10月１日　残高 25,775 25,775 8,727,165

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △85,699
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 860,285

自 己 株 式 の 取 得 △52

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △30,055 △30,055 △30,055

連結会計年度中の変動額合計 △30,055 △30,055 744,477

平成28年９月30日　残高 △4,279 △4,279 9,471,643
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貸　借　対　照　表
（平成28年９月30日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
借 地 権
電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 貸 付 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
敷 金 及 び 保 証 金
そ の 他

4,407,067
2,485,729

395,842
935,628

452
85,937
83,321

420,921
734

△1,500
11,179,213
8,473,936
3,357,081

64,543
62,232

4,188,474
801,604

13,772
5,350
8,421

2,691,504
65,129
40,025
1,764

1,233,977
225,950
118,066
187,484
818,835

272

流 動 負 債 4,716,814
買 掛 金 2,361,575
１年内返済予定の長期借入金 424,346
リ ー ス 債 務 255,188
未 払 金 570,212
未 払 費 用 355,156
未 払 法 人 税 等 210,402
未 払 消 費 税 等 149,354
預 り 金 132,176
賞 与 引 当 金 138,793
そ の 他 119,608

固 定 負 債 2,355,100
長 期 借 入 金 808,034
リ ー ス 債 務 601,475
退 職 給 付 引 当 金 506,117
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 140,035
資 産 除 去 債 務 16,184
長 期 預 り 敷 金 保 証 金 283,253

負 債 合 計 7,071,915
純 資 産 の 部

株 主 資 本 8,518,646
資 本 金 1,639,253
資 本 剰 余 金 1,566,100

資 本 準 備 金 1,566,100
利 益 剰 余 金 5,316,272

利 益 準 備 金 159,266
そ の 他 利 益 剰 余 金 5,157,005

別 途 積 立 金 3,800,000
繰 越 利 益 剰 余 金 1,357,005

自 己 株 式 △2,978
評 価 ・ 換 算 差 額 等 △4,279

その他有価証券評価差額金 △4,279
純 資 産 合 計 8,514,366

資 産 合 計 15,586,281 負 債 純 資 産 合 計 15,586,281

－ 24 －

貸借対照表



損　益　計　算　書

(平成27年10月 1 日から
平成28年 9 月30日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 36,261,179
売 上 原 価 27,448,289

売 上 総 利 益 8,812,890
営 業 収 入

不 動 産 賃 貸 収 入 317,659
そ の 他 94,293 411,952

営 業 総 利 益 9,224,842
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,069,897

営 業 利 益 1,154,945
営 業 外 収 益

受 取 利 息 15,863
受 取 配 当 金 3,278
そ の 他 8,580 27,722

営 業 外 費 用
支 払 利 息 16,974
そ の 他 1,361 18,335

経 常 利 益 1,164,332
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 34,918
役 員 退 職 慰 労 金 29,440 64,358

税 引 前 当 期 純 利 益 1,099,974
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 345,439
法 人 税 等 調 整 額 5,208 350,647
当 期 純 利 益 749,326
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株主資本等変動計算書

(平成27年10月 1 日から
平成28年 9 月30日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 資本剰余金

合 計 利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

平成27年10月１日　残高 1,639,253 1,566,100 1,566,100 159,266 3,500,000 993,379 4,652,645 △2,926 7,855,071
事業年度中の変動額

別 途 積 立 金 の 積 立 300,000 △300,000 － －
剰余金の配当 △85,699 △85,699 △85,699
当 期 純 利 益 749,326 749,326 749,326
自己株式の取得 △52 △52
株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額(純 額)

事業年度中の変動額合計 － － － － 300,000 363,626 663,626 △52 663,574
平成28年９月30日　残高 1,639,253 1,566,100 1,566,100 159,266 3,800,000 1,357,005 5,316,272 △2,978 8,518,646

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成27年10月１日　残高 25,775 25,775 7,880,847
事業年度中の変動額

別 途 積 立 金 の 積 立 －
剰余金の配当 △85,699
当 期 純 利 益 749,326
自己株式の取得 △52
株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額(純 額)

△30,055 △30,055 △30,055

事業年度中の変動額合計 △30,055 △30,055 633,518
平成28年９月30日　残高 △4,279 △4,279 8,514,366
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成28年11月10日
株 式 会 社 ダ イ イ チ

取 締 役 会　御中
監 査 法 人 シ ド ー
指 定 社 員
業務執行社員 公 認 会 計 士 菅 井 　 朗 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公 認 会 計 士 藤 田 和 重 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ダイイチの平成27年10月１日から平成28
年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を
表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証
を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査
手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ
いて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当
監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作
成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま
れる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、株式会社ダイイチ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成28年11月10日
株 式 会 社 ダ イ イ チ

取 締 役 会　御中
監 査 法 人 シ ド ー
指 定 社 員
業務執行社員 公 認 会 計 士 菅 井 　 朗 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公 認 会 計 士 藤 田 和 重 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ダイイチの平成27年10月１日から平
成28年９月30日までの第62期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその
附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ
とが含まれる。
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準
に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めて
いる。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明
するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。
強調事項

重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、平成28年10月１日付で連結子会社である株
式会社オーケーを吸収合併している。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

当監査役会は、平成27年10月１日から平成28年９月30日までの第62期事業年度の取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作
成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、当期の監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及

び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査の方針、職務の
分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び
監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主
要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会
社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保す
るために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整
備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に
報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保
するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。
２．監査の結果

⑴　事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実

は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該

内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指
摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人監査法人シドーの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人監査法人シドーの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年11月14日

株 式 会 社 ダ イ イ チ 　 監 査 役 会
常勤監査役 堀 内 健 三 ㊞
社外監査役 佐 藤 　 裕 ㊞
社外監査役 笹 井 祐 三 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件
当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、安定配当の維持を基本と

しながら、今後の事業展開等を勘案して、以下のとおり当期の期末配当及びその他の剰余金の処分
をいたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項
⑴　配当財産の種類

金銭といたします。
⑵　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金18円（前期より３円増配）といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は、102,838,986円となります。

⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
平成28年12月26日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項
⑴　減少する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金 300,000,000円
⑵　増加する剰余金の項目とその額

別途積立金 300,000,000円
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第２号議案　取締役９名選任の件
取締役全員（９名）は、本株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締

役９名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

ふり
氏

がな
名

（ 生 　 年 　 月 　 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

１
すず
鈴

き
木

たつ
達

お
雄

(昭和22年４月26日)

昭和52年５月 当社入社

78,352株

昭和61年11月 当社取締役
平成４年11月 当社常務取締役
平成10年12月 当社専務取締役
平成20年12月 当社取締役副社長
平成22年12月 当社代表取締役副社長
平成23年12月 当社代表取締役社長（現任）

２
こ
小

にし
西

やす
保

お
男

(昭和22年６月25日)

昭和53年11月 当社取締役

108,078株

昭和61年11月 当社常務取締役
昭和63年11月 当社専務取締役
平成４年11月 当社取締役副社長
平成５年11月 当社代表取締役副社長
平成10年12月 当社代表取締役社長
平成23年12月 当社代表取締役会長
平成27年12月 当社取締役会長（現任）

３
わか
若

ぞの
園

 
　

きよし
清

(昭和27年12月18日)

昭和54年４月 当社入社

127,500株
平成３年11月 当社取締役
平成10年12月 当社常務取締役
平成20年12月 当社専務取締役（現任）
平成26年９月 当社販売本部長（現任）
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候 補 者
番 号

ふり
氏

がな
名

（ 生 　 年 　 月 　 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

４
かわ
川

せ
瀬

とよ
豊

あき
秋

(昭和30年10月４日)

平成３年７月 当社入社

20,900株平成12年４月 当社企画ＩＲ部長兼経理部長
平成16年12月 当社取締役（現任）
平成26年４月 当社総務兼企画ＩＲ担当（現任）

５
なか
中

もと
本

やす
泰

ひろ
廣

(昭和31年２月２日)

平成11年４月 当社入社

4,100株
平成14年５月 当社商品部長
平成19年４月 当社店舗運営部帯広ブロック長
平成20年12月 当社取締役（現任）
平成26年９月 当社商品本部長（現任）

６
の
野

ぐち
口

 
　

はじめ
一

(昭和40年２月19日)

昭和58年３月 当社入社

1,900株

平成22年６月 当社商品第二部部長
平成24年２月 当社店舗運営部帯広ブロック長
平成26年９月 当社販売本部帯広ブロック長
平成26年12月 当社取締役販売本部帯広ブロック

兼商品第二部担当（現任）

７
ない
内

とう
藤

たつ
龍

のぶ
信

(昭和27年１月６日)

昭和54年２月 丸果帯広中央青果㈱入社

69,206株
平成３年６月 同社代表取締役社長（現任）
平成４年11月 当社社外取締役（現任）
（重要な兼職の状況）

丸果帯広中央青果㈱代表取締役社長

８
みや
宮

かわ
川

 
　

あきら
明

(昭和30年１月４日)

昭和53年４月 ㈱三井銀行入行（現㈱三井住友銀
行）

－株

平成17年９月 ㈱セブン＆アイ・ホールディングス
執行役員

平成25年12月 当社社外取締役（現任）
平成28年９月 ㈱イトーヨーカ堂執行役員関係会

社部長（現任）
（重要な兼職の状況）

㈱イトーヨーカ堂執行役員関係会社部長
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候 補 者
番 号

ふり
氏

がな
名

（ 生 　 年 　 月 　 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

９
い
井

くも
雲

やす
康

はる
晴

(昭和23年７月12日)

昭和48年４月 ㈱北海道銀行入行

100株
昭和57年１月 ㈱タナベ経営入社
平成17年12月 同社　特別顧問
平成26年12月 当社社外取締役（現任）
平成27年１月 財務経営調査研究所代表（現任）

（注）１．取締役候補者内藤龍信氏は、丸果帯広中央青果株式会社の代表取締役社長を兼務しており、当社は同社
との間に商品仕入等の取引関係があります。
その他の取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．取締役候補者内藤龍信氏、宮川明氏及び井雲康晴氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は井
雲康晴氏を東京証券取引所及び札幌証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、両取引所に届け
出ております。

３．内藤龍信氏を社外取締役候補者とした理由は、経営者としての豊富な経験と幅広い知識を活かし、当社
の経営に対して提言をいただくとともに、適切な助言を期待するものであります。

４．宮川明氏を社外取締役候補者とした理由は、会社経営に直接関与した経験はありませんが、株式会社セ
ブン＆アイ・ホールディングス執行役員及び株式会社イトーヨーカ堂執行役員を務めるなど当業界に精
通しており、その豊富な経験と幅広い知識を活かし、当社の経営に対して提言をいただくとともに、適
切な助言を期待するものであります。

５．井雲康晴氏を社外取締役候補者とした理由は、会社経営に直接関与した経験はありませんが、長年にわ
たり経営コンサルタント業務に携わり、その豊富な経験と幅広い知識を活かし、当社の経営に対して提
言をいただくとともに、適切な助言を期待するものであります。

６．内藤龍信氏、宮川明氏及び井雲康晴氏は、現在、当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期
間は、本株主総会終結の時をもって内藤龍信氏は24年、宮川明氏は３年、井雲康晴氏は２年であります。

７．当社は、小西保男氏、内藤龍信氏、宮川明氏及び井雲康晴氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づ
き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償
責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としており、小西保男氏、内藤龍信氏、宮川明氏及び井
雲康晴氏の再任が承認された場合は、４氏との当該契約を継続する予定であります。
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第３号議案　監査役１名選任の件
監査役堀内健三氏は、本株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査役

１名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

がな
名

ふり
氏

（ 生 　 年 　 月 　 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所 有 す る 当 社
の 株 式 数

ほり
堀

うち
内

けん
健

ぞう
三

(昭和17年２月18日)

昭和35年４月 当社入社

35,418株昭和50年３月 当社取締役
昭和63年11月 当社常務取締役
平成16年12月 当社常勤監査役（現任）

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．当社は、堀内健三氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任

を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責
任限度額としており、堀内健三氏の再任が承認された場合は、同氏との当該契約を継続する予定であり
ます。

以　上

－ 35 －

監査役選任議案



メ　　モ

メモ



メモ



メモ



株主総会会場ご案内図
北海道帯広市西７条南19丁目１番地
北海道ホテル　２階　新雪の間
電　話　（0155）21－0001（代　表）

交 通 の
ご 案 内

・タクシー利用の場合
帯広駅より約５分

・バス利用（十勝バス）の場合
帯広駅前北口より大空団地行70乗車(約10分)、イオン帯広店前下車、徒歩約5分

地図


